
土木学会土木情報学委員会 研究テーマ申請書/活動報告書 

申請年月日：2023 年 3 月 13 日 

報告年月日：20ｘｘ年ｘ月ｘ日 

研究テーマ 

建設分野への DTPD（Digital Technical Product 

Documentation：デジタル製品技術文書情報）の適用に対する有

効性の研究 

 

研究目的 

土木情報学委員会で組織

的に研究を行う必要性を

含めて記載 

 DTPD は JIS B 0060 で定義された，3DA モデルを中核とし

て，製品製造に関連する各工程，例えば，解析，試験，製造，品

質，サービス，保守等に関する情報が連携した製品製造のための

デジタル形式の文章情報である． 

 製品をデジタル形式の情報で表現することで，従来に比して更

に精度よく，明確に，効率的に，その情報の作成者と使用者との

間で要求事項を確実に伝達させることができる．また，製品の研

究開発・生産の各プロセス，更に顧客に関わる全てのプロセスに

おいて，その情報を活用できるようになる． 

本研究では，製造分野で活用されている DTPD に着目し，製

造分野の活用事例の調査を通じて，建設分野における DTPD 適

用による有効性や具体例を研究し，それに基づく情報発信を行う

ものである． 

 

研究内容  

 計画 

1. 製造分野の活用事例の調査 

(ア) 文献調査（第 1年度） 

(イ) 現地調査及びヒアリング（第 1年度～第 2年度） 

2. 建設分野で行われている方法（ISO19650の CDE等）の調査と

DTPDとの違いの明確化（第 1年度） 

3. 建設分野における DTPD適用による有効性の考察（第 2年度） 

4. 研究成果の論文執筆（第 2年度） 

5. 上記成果の情報発信（第 2年度） 

 実績 

計画に対する実績を記載 
 

成果  

 予定 
建設分野における DTPD 適用による有効性や具体例を示した

論文の執筆 

 実績  



作成した成果を記載 

成果の公表  

 予定 
研究成果の土木学会全国大会年次学術講演会や土木情報学シン

ポジウムでの発表 

 実績 

公表実績を記載 
 

期間  

 予定 

期間（from～to（年数））

を記載 

2023 年 6 月 1 日～2025 年 5 月 31 日（2 年間） 

 実績  

 

研究体制  

 小委員会名称案 （仮称）DTPD 研究小委員会 

 想定委員数 15 名程度 

 小委員長候補 城古雅典（水都環境） 

 副小委員長候補 栗崎直子（日本電気） 

 委員候補 

石川信恵（水都環境），石浜裕幸（安藤・ハザマ），和泉弘龍（ダ

ッソー・システムズ），井上修（オートデスク），児玉直樹（建設

技術研究所），酒井拓也（朝日航洋），長谷川充（水都環境），宮

本勝則（日本建設情報総合センター） 

 

備考  

申請時：幹事会  

 確認日 2023 年 1 月 20 日、2 月 17 日 

 申送り事項 

本会議への申送り事項が

あれば記載 

 建設分野で行われている方法（ISO19650 の CDE 等）の調

査と DTPD の違いを明確にする。 

 活動期間は 2 年とし、必要があれば延長や新規小委員会の立

ち上げを検討する。 

申請時：本会議 2023 年 3 月 13 日 

 承認日 2023 年 3 月 13 日 

 指摘事項 

本会議での指摘事項があ

れば記載 

 活動の延長や新規小委員会を立ち上げる場合は研究テーマ申

請書を提出すること。 

 3DA モデルの活性化について検討すること。 

 

終了時：幹事会  

 確認日  



 申送り事項 

本会議への申送り事項が

あれば記載 

 

終了時：本会議  

 承認日  

 指摘事項 

本会議での指摘事項があ

れば記載 

 

 

※申請時に黒字の項目を記載し、幹事会に提出する。幹事会で確認後に本会議にて審議する。 

※活動終了時(関連する研究テーマに関する活動を希望する場合(新規/継続)は、その申請書と

合わせて)に青字の項目を記載し、幹事会に提出する。幹事会で確認後、本会議にて報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3DA モデルと DTPD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料（JIS B 0060 デジタル製品技術文章情報：2015 抜粋） 

 

【JIS B 0060-1 総則:2015】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【JIS B 0060-2 用語:2015】 
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